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　昨年11月29日から３日間、第４回援助効果向上に関するハイレ
ベルフォーラム（HLF４）が開かれました。HLFはOECDの開発
援助委員会（DAC）などが主催し、援助の効果向上に取り組む国
際会議で、2003年にローマで援助の調和化を議論する第１回HLF
が開催された後、第２回（05年）には援助の効果に対する指標を
定めたパリ宣言を、第３回（08年）ではパリ宣言の実施のための
アクラ行動計画を採択してきました。今回の第４回はこれまでの
国際的宣言の評価を行い、より包括的な開発のためのパートナー
シップ構築を目指すコンセンサス形成の目的で開催されました。
会議の詳細や成果文書「効果的な開発協力にむけた釜山パートナ
ーシップ」は外務省のホームページなどで報告されていますが、
今回は会議の概要をご紹介したいと思います。
　今回の会議が前回までと異なる特色は、より大きな文脈で「開
発」を捉えようという動きです。つまり「援助」の効果から、援
助の目的であった「開発」に重きを置き、開発成果を上げる効果
的な取組へ主題が展開したのです。これはHLFの議論が進展する
中で、途上国に向かう民間資金（企業や財団）の増大、気候変動
対策など資金の多様化、インドや中国、中南米の新興国による経
済協力の実施といった開発を取り巻く枠組みの変化があり、
OECD‐DACによる従来型の「援助」の重要性が相対的に低下し
たことが反映されています。開発問題とその効果的なあり方を検
討する上で、より広範なパートナーや開発資金を考慮することが
重要となっているという理解です。HLF４で採択された成果文書
「効果的な開発協力のための釜山パートナーシップ」では援助
（Aid）という用語を開発協力（Development Cooperation）とし、
より広く対等なパートナーとして開発に取り組んでいくという姿
勢が明確になり、多様なパートナーと、開発手法、農業政策、貿
易、投資などを包括した開発効果を向上させるための政策や資金
に関する議論を展開することとなりました。
　一方でこのプロセスの中で、開発効果へのシフトはこれまで行
ってきた援助効果の議論を後退させるのではないかという疑問も
生じています。HLF４に先んじて、パリやアクラの合意や指標の
進捗を測るモニタリング調査が行われましたが、途上国側の取組
は進捗した一方、先進国側が掲げた目標の多くは達成しませんで
した。援助効果から開発効果とすることにより援助効果の議論や
約束が先進国側に忘れられるのではないかといった懸念が、途上

国やNGOから提示されました。特に途上国側には、今後も援助の
アンタイド化や透明性・予測可能性の向上などを求める大変強い
声があります。結果として、新たなパートナーシップではこれま
での援助の課題についてもモニタリングを継続することとなりま
した。
　日本の参加についてですが、HLFの準備段階において、国際協
力機構（JICA）では韓国や米国のシンクタンクと共同で、開発の
成果を高める援助のあり方に関する報告書を作成しました。また
フォーラムでも新たなパートナーシップとしての南南協力（途上
国同士の協力関係）、三角協力（南南協力に先進国が加わった協
力）に関するセッションに参加し、サイドイベントでも事例など
を紹介しました。韓国は主催国として大統領や首相が会議に参加
し、また韓国政府や研究所が開発における様々な新しいアジェン
ダを議論するサイドイベントを開催していました。狭いサークル
であったDACも韓国という新しいメンバーを加え、また釜山後の
フォローアップ体制にはインドや中国なども参加して、開発課題
や開発効果の議論が大きく展開しています。「援助効果向上」の
議論はDACで活発な欧州の援助機関が議論をリードすることが常
でしたが、今後は韓国、中国やインドからももっと意見が述べら
れるようになるかもしれません。「援助」と「開発」をめぐる議論
が大きく変化する中、日本の開発関連の政府や民間の機関もこれ
まで以上に発言力を高めることが重要になると感じた会議でした。

釜山ハイレベルフォーラム
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釜山で開催されたHLF４


